
Ｑ）『情報発信力の強化』、『デジタル化に
よる各種行政サービスの効率化・簡略化』、
『利便性の高いサービス提供体制の構築』
を目指し、また、市の様々な取り組みに対
する市民の関心を高めるためにも、LINE公
式アカウントを導入してはどうか？
Ａ）LINEは、「無料通話アプリ」と呼ば
れる「コミュニケーションツール」で、
LINEと連係したシステムを導入すること
により、利便性の高い行政サービスや情報
発信が可能となるため、各種情報発信や行
政サービス等への活用には有効なものと認
識している。公式アカウントの導入につい
ては、現在LINEと連係したシステムを含
め、導入に向けた検討を行っている。

　LINEは国内の利用者が8,600万人
を超え、2019年の４月時点で600以

上の自治体が公式アカウントを導入し
ています。紙媒体とは異なり、リアル
タイムでの情報発信が可能で、災害時
や緊急時の情報伝達アイテムとして優
れており、情報の拡散スピードも紙媒
体とは比較になりません。市政一般、
イベント、子育て、防災防犯、新型コ
ロナ関連情報など、様々な情報の中か
ら必要な情報を選んで受け取る事もで
きます。また、様々な情報を発信する
だけではなく、市への問い合せ、証明
書等の申請、各種払い込み等のサービ
スを提供している自治体もあります。
住民サービスの向上に大きな効果を発
揮することが期待できるとともに、職
員の業務削減にもつながることから導
入を提案したところ、執行部から『前
向きに導入の検討を進める』との回答
をいただき、追加議案として提出され
た補正予算の中に予算計上されました。
　現在、LINE株式会社が海外拠点で
利用者の個人情報を扱っていたことが
問題となっていますが、今後改善され
るとのことであり、市としてはその動
向を注視しながら導入時期を判断する
ことになりそうです。

いとの回答でした。そのため、校舎の
移動は夏休みや冬休みなどの長期休暇
を利用して行うことになります。年度
途中に通学方法や通学路の変更等が生
じるため、登下校の安全対策等の検討
を要望しました。

Ｑ１）館山市学校再編調査検討委員会から
の答申に対する教育委員会の見解は？
Ａ１）将来的な児童生徒数の減少への対応、
また、学校施設の老朽化対策などの教育環
境整備も踏まえ、再編を行う必要があると
認識している。
Ｑ２）現在、適正規模に満たない小中学校
が14校中11校、児童生徒数が90人に満た
ない学校が５校あり、将来推計によると、
令和10年には児童生徒数が90人に満たな
い小中学校が７校に増加する見込みである。
学区の再編等も検討に入れながら、早急に
「館山市学校再編基本指針」を改訂し、
「再編計画の策定・実行」を進めていくべ
きではないか？
Ａ２）現在、学校再編基本指針の改訂に向
け準備を進めており、改訂案が出来次第、
パブリックコメントを実施し、保護者・地
域住民の皆様のご意見を伺いながら改訂作
業を進めていく。また、学校再編調査検討
委員会からの提言も踏まえ、保護者や地域
住民の皆様との協議方法や具体的なスケジ
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ュールを明記することについても検討して
いく。再編に関する具体的な計画について
は、地域の皆様との協議・合意形成が整っ
た地域から順次策定していきたいと考えて
いる。

　小規模・大規模校ともに、それぞれ
の長所・短所がありますが、急激に少
子化が進む中、効果的な学習活動を継
続するために必要な学校規模を維持し、
子どもたちにより良い学習環境を提供
していくためには、統合はやむを得な
い選択肢であると考えています。
　私自身、学校再編調査検討委員会の
委員として、統合を進めていく必要が
あるという観点から、会議の中で様々
な意見や提案をさせていただき、他の
委員のみなさんと議論を重ねてきた中
で、統合に関しては、『子どもたちの
成長にとって、どうしたらより良い
学習環境をつくれるのか』ということ
を最優先に捉え、児童生徒・保護者・
地域のみなさんと一緒に考え、話し合
いながら合意形成をしていくことが
大切だということを強く感じました。
　今後10年以内には児童生徒数が90
人に満たない小中学校が７校に増加す
る見込みであり、学校間の規模の違い
により、様々な学校生活・学習活動上
の差が拡大していくことが危惧されま
す。教育委員会において、学区の再編
等も検討に入れながら、早急に「館
山市学校再編基本指針」を改訂し、
再編計画の策定作業を進め、それら
を『たたき台』として地域全体で統
合に向けた前向きな議論ができるこ
とを願っています。

市民の声を届けます館山市議会議員
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